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1. イントロダクション 
 
企業が国境を越えた活動を拡大していくにつれ、海外子会社は多様な役割を担当し複雑
な業務を遂行するようになる。このため、海外子会社に優秀な人材を配置することが、国
際化した企業の重要な成功要因になってくる。それゆえ、海外子会社をどのようにスタッ
フィングするのか、どのような人材配置が海外子会社のパフォーマンスを強化するのか、
という問題に関する多くの研究が行われてきた。先行研究は、海外子会社に PCN（Parent 
country nationals、本社国籍の駐在員）あるいは HCN（Host country nationals、現地国
籍のスタッフ）をどのように配置するのか、より具体的には海外子会社従業員に占める
PCN の割合をどの程度にするのか、その割合を決定する要因は何なのか、というリサー
チ・クエスチョンのもとで行われてきた。先行研究の１つの特徴は、経済的合理性
（economic rationality）を仮定していることである。つまり多くの先行研究が、ある状況
のもとで企業は経済的合理性に基づいて海外子会社のスタッフィングを決定すると明示的
あるいは暗黙的に仮定している。しかし、企業は常に経済的に合理的な決定をしているわ
けではない。企業は社会的コンテクストの中に組み込まれており（embedded）、それゆえ
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社会的コンテクストからの影響を免れることができない（DiMaggio and Powell, 1983; 
Scott, 1995）。社会的コンテクストは、企業の決定を必ずしも経済的合理性に基づかせる
ものではない。つまり、企業は経済的合理性だけに従うのではなく、規範的合理性
（normative rationality）からの影響も受けているということができる（Oliver, 1997）。
しかし、海外子会社のスタッフィングに関する先行研究では、規範的合理性がどのような
影響を与えるかはほとんど考慮されてこなかった。そこで本論文では、制度理論
（institutional theory）を理論的基礎におくことにより、規範的合理性という考え方を海
外子会社のスタッフィングに関する研究に導入し、社会的コンテクストが海外子会社のス
タッフィング（海外子会社従業員に占める PCN の割合、PCN 比率）に与える影響を探っ
ていく（DiMaggio and Powell, 1983; Scott, 1995）。 
本研究では、多国籍企業が影響を受ける社会的コンテクストからのプレッシャー（制度
的プレッシャー）として、2 つを考える。1 つは内的環境である多国籍企業の組織自体か
らのプレッシャーであり、もう 1 つは外的環境であるホスト国からのプレッシャーである。
多国籍企業は内的な組織からの要求と外的なホスト国からの要求という二重のプレッシャ
ー（dual pressure）に直面する（Prahalad and Doz, 1987; Rosenzweig and Singh, 1991; 
Yiu and Makino, 2002）。多国籍企業は、外国性から生じる不利（liability of foreignness）
を克服しホスト国での正当性（legitimacy）を得るために現地環境からの制度的プレッシ
ャーに対応する必要があり、同時に多国籍企業の内的な規範（norm）にも従う必要がある。
このような二重の制度的プレッシャーを考慮したうえで多国籍企業が海外子会社のスタッ
フィングを決定しているというのが、本論文の基本的な主張である。 
本論文は次のように構成されている。まず、本研究の理論的基礎である制度理論と二重
の制度的プレッシャーについて短いレビューを行う。次に、制度理論と二重の制度的プレ
ッシャーという考え方に基づき海外子会社の PCN 比率の決定要因に関する仮説を提示す
る。使用するデータや分析方法に関する説明のあと、実証研究の結果を報告する。最後に
実証分析の結果に関する検討と残された研究課題の提示を行う。 
 
2. 理論的背景 
 
2.1 制度理論 
制度理論は、社会におけるプラクティスの採択および普及に関する研究において理論的
基礎として広く採用されており、国際経営戦略の研究においても重要なパースペクティブ
として台頭しつつある（Björkman et al., 2007: Brouthers, 2002; Delios and Beamish, 
1999; Delios and Henisz, 2000）。制度（institutions）とは、社会におけるゲームのルー
ル、あるいは人の相互作用を規定する人為的に作られた制約と定義される（North, 1990）。
制度理論の中心的な主張は、組織は社会学的要因からの影響を受けるということである
（DiMaggio and Powell, 1983; Scott, 1995）。組織は、自らが組み込まれている社会にお
いて妥当と思われているプラクティスを採択することで、その社会における正当性
（legitimacy）を得ようとする（Cheng and Yu, 2008）。社会的に妥当だと思われている
プラクティスの採択は、組織に社会的な承認と信頼を与え、その結果として組織に正当性
が与えられる。組織は社会において存続し成功するために正当性を求めるが、その結果と
して、組織プラクティスの同質化が起こる（Chan, Makino, and Isobe, 2006; DiMaggio 
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and Powell, 1983; Scott, 1995; Yiu and Makino, 2002）。組織の正当性追求活動の帰結と
して、同一環境に属する組織のプラクティスは同型化するというのが、制度理論の中心的
な主張である（DiMaggio and Powell, 1983; Kostova and Roth, 2002）。 
DiMaggio and Powell (1983)によれば、組織プラクティスの同型化は、強制的（coercive）、
模倣的（mimetic）、規範的（normative）という 3 つの制度的プレッシャーによって引き
起こされる。強制的な同型化は、組織が依存している他の組織あるいは組織が属している
社会から受ける公式的あるいは非公式的プレッシャーによる同型化で、強制的な期待とし
て知覚されうる。模倣的同型化は、原因や解決策がはっきりしない問題に直面する組織の、
不確実性に対する反応として生じる。規範的同型化は、主に各専門分野に従事する人々が
持つ規範から生じる（DiMaggio and Powell, 1983）。Scott（1995）も DiMaggio and Powell
（1983）と同様に組織の同型化を引き起こす制度的プレッシャーを論じ、規制的
（regulative）、規範的（normative）、認識的（cognitive）プレッシャーという３つの柱
（three pillars）を提唱した。規制的プレッシャーは、社会の安定と秩序を保証するルー
ルや法からの制度的プレッシャーであり、規範的プレッシャーは、社会的価値観、文化、
規範からのプレッシャーである。認識的プレッシャーは、社会で当然と思われている認識
構造からのプレッシャーである（Scott, 1995）。 
これらの制度的プレッシャーは組織に類似したプラクティスを採択するよう促すが、組
織の効率性を上昇させるという具体的な証拠がないままにプラクティスを採択させること
がある（DiMaggio and Powell, 1983）。組織は、どのようなプラクティスが効率性や有効
性を改善するのか、事前に十分に分かっていないことが多い（Chan et al., 2006; Meyer 
and Zucker, 1989）。このような不確実性の中で、組織は他の組織が採択したプラクティス
を模倣することで社会における正当性を得ようとする（DiMaggio and Powell, 1983）。こ
こから、制度論者は、組織はしばしば経済的合理性ではなく、規範的合理性に基づいて意
思決定を行うと主張する（Oliver, 1997）。規範的合理性は、価値最大化ではなく、制度的
環境における規範、価値観、伝統に影響を受ける（Oliver, 1997）。この議論から引き出せ
ることは、組織は常に最も効率的で有効的なプラクティスを採択するわけではないという
ことである。社会における制度的プレッシャーを緩和し、正当性を得るために、組織が経
済的に合理的ではないプラクティスを採択することがありうる。 
 
2.2 多国籍企業への二重のプレッシャー 
多国籍企業は、組織内で形成された規範とホスト国の環境という二重のプレッシャーを
受けると考えられている（Prahalad and Doz, 1987; Rosenzweig and Singh, 1991; Yiu 
and Makino, 2002）。多国籍企業は、効率を追求するために、地理的かつ機能的に分散し
た海外オペレーションをコントロールしコーディネートすると同時に、現地適合（local 
responsiveness）を追求するために、各ホスト国の差異に対応する必要がある（Bartlett 
and Ghoshal, 1998; Prahalad and Doz, 1987; Rosenzweig and Singh, 1991）。このよう
に、多国籍企業は現地環境への適合を促すプレッシャーと、海外子会社のネットワーク内
で整合性を保つプレッシャーに同時に対処する必要がある（Rosenzweig and Singh, 
1991）。 
海外子会社の経営に関する決定は、多国籍企業の組織内の規範から影響を受けうる。あ
るプラクティスがレントを生むと組織内で評価されたとき、そのプラクティスはルーティ
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ーンとして組織内に組み込まれる（Nelson and Winter, 1982）。海外子会社のマネジメン
トにおける成功経験は、多国籍企業のマネージャーの認識システムに組み込まれ、それが
組織のルーティーンあるいは組織内で妥当だと認識される（taken-for-granted）プラクテ
ィスを作り出す（Björkman et al., 2007; Nelson and Winter, 1982）。多国籍企業は、ルー
ティーンあるいは組織内で妥当だと認識されるプラクティスを海外子会社のマネジメント
において繰り返し適用すると考えられる（Nelson and Winter, 1982; Rosenzweig and 
Singh, 1991）。多国籍企業内には過去の意思決定から乖離しないように要求する規範的プ
レッシャーが存在しうるが、組織のルーティーンと一貫した決定をすることでマネージャ
ーは規範的プレッシャーを軽減することができる（DiMaggio and Powell, 1983; Scott, 
1995）。マネージャーが規範的プレッシャーを軽減するために取る行動の結果として、海
外子会社マネジメントに関するプラクティスが同型化していくと考えられる。 
多国籍企業は、各ホスト国の社会的コンテクストからの制度的プレッシャーの下にも置
かれている（Davis et al., 2000）。各ホスト国は、現地のプレーヤーによって正当である
と判断された独自のプラクティスを持つ。しかし、外国企業はホスト国において、どのプ
ラクティスが正当であるのか、また効率的であるのかに関して十分な情報を持っていない
ことが多い。そのため外国企業は、他の企業の行動をモニターし、正当であると思われて
いるプラクティスを知ろうとする。ホスト国の他企業がとっているプラクティスを模倣す
ることで、環境的不確実性から生じるビジネスの失敗確率を減らしうるので、多国籍企業
はホスト国で広く行われているプラクティスを採択しようとする（Chan et al., 2006; Xia, 
Tan, and Tan, 2008）。他企業の行動を模倣することで、外国企業はホスト国において制度
的プレッシャーを軽減し、正当性を高めることができる（Yiu and Makino, 2002）。ホス
ト国で事業活動を行う企業のなかでも、企業は自らと同じ認識的カテゴリーに属する企業
や類似の特徴を持つ企業のプラクティスを模倣する傾向がある。ホスト国のプレーヤーは、
類似の特徴を共有する企業をリファレンス・グループとして個別企業の正当性を判断する
ので、類似した企業のプラクティスを模倣することは正当性の確保に貢献すると思われる
（Chan et al., 2006; Guillén, 2002; Xia et al., 2008）。このような模倣は、必ずしも最大
の効率と効果を保証するものではないが、不確実性のもとで少なくとも多国籍企業が正当
性を得るのに貢献する（Yiu and Makino, 2002）。 
以上の議論から、多国籍企業は、組織内の規範と現地への適合という二重のプレッシャ
ーを受けていることが示唆される。この二重のプレッシャーが海外子会社の人事政策に影
響を与える可能性がある。海外子会社のスタッフィングは、多国籍企業の組織内規範とホ
スト国の外的環境からの要求を同時に満たす形で決定されると本研究は予想し、この予想
を実証分析によって検証する。次のセクションでは、海外子会社への PCN 配置の決定要
因に関する仮説を、制度理論と二重のプレッシャーというパースペクティブを用いて構築
する。 
 
3. 仮説構築 
 
制度論者は、制度化プロセスとは、行動が繰り返され、その行動にメンバー間で共有さ
れる意味が付与されるプロセスだと主張する（Scott, 1995; Björkman et al., 2007）。制度
化プロセスの中で組織メンバー間にある行動の意味が共有され、その行動が妥当な行動で
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あると認識されるようになる（Björkman et al., 2007）。このように企業には過去に繰り返
した行動や決定を正当化していく傾向があり、多国籍企業の海外子会社に関する意思決定
も過去の決定に影響されると考えられる（Chan et al., 2006）。海外子会社のスタッフィン
グに関しても繰り返し同様の決定がなされ、それを通して海外子会社の人事政策に関する
ベスト・プラクティスが組織内に確立されていくと予想できる。海外子会社のスタッフィ
ングに関する過去の意思決定は、妥当な人事政策に関する共有の理解を多国籍企業内に構
築していく（Davis, Desai, and Francis, 2000; Zucker, 1983）。 
ホスト国の環境的不確実性のために、多国籍企業はどのようなスタッフィングがパフォ
ーマンスを改善するのかが分からず、それゆえ多国籍企業に対する模倣を促す制度的プレ
ッシャーが増加する（DiMaggio and Powell, 1983）。どの人事政策が妥当か不明という状
況の中で、多国籍企業は組織内で妥当であると認識されている（あるいはルーティーン化
された）人事政策を採択する可能性がある。組織内で妥当だと認識されている人事政策を
採択することは、結果として過去の行動から築かれた規範的なプラクティス（normative 
practices）に従うことになる。規範的プラクティスの採択という意思決定には、多国籍企
業の組織的コンテクストから正当性が与えられる（Davis et al., 2000; Kostova and 
Zaheer, 1999）。それゆえ、多国籍企業は、過去の人事政策から構築された規範的な人事政
策を採択することが多いと考えられる。組織内で当然に妥当だと認識されている人事政策
を採択する傾向は、ホスト国の環境的不確実性が大きくなるほど強くなると考えられる
（Haunschild and Miner, 1997）。すなわち、高い不確実性のもとでは、海外子会社のス
タッフィングが、規範的プラクティスに収束すると予想される。それゆえ、次の仮説を導く。 
 
仮説１：当該多国籍企業において妥当だと認識されている PCN 比率（規範的プラク
ティス）は、当該海外子会社の PCN 比率と正相関する。 
仮説２：当該海外子会社の PCN 比率と当該多国籍企業において妥当だと認識されて
いる PCN 比率（規範的プラクティス）との正相関は、ホスト国の環境的不
確実性が大きくなるほど強くなる。 
 
ホスト国において多国籍企業は、ホスト国のプレーヤーによって正当化された規範や価
値観に直面する（Kostova and Zaheer, 1999; Yiu and Makino, 2002）。ホスト国において
正当性を持つプレーヤーとして認められるために、外国企業は現地の規範に従う必要があ
る（Davis et al., 2000）。多国籍企業は現地の社会的な期待を取り入れ、ホスト国での正
当性を得ようとするが、ホスト国に関する情報が不十分なためにどれがホスト国における
正当なプラクティス（legitimate practices）なのかを認識するのは困難である（Yiu and 
Makino, 2002）。ホスト国の環境的不確実性を考慮すると、多国籍企業は現地の他企業、
とりわけ同一の認識的カテゴリーに属する外国企業が採択しているプラクティスを模倣す
る可能性がある。ホスト国のプレーヤーは外国企業の正当性を、その企業と同じ認知集団
（cognitive group）に属する他の外国企業をリファレンス・グループとして判断する傾向
があるので、多国籍企業は同じ認知集団に属している外国企業の行動を観察し、模倣する
と予想される（Chan et al., 2006; Kostova and Zaheer, 1999）。他の外国企業がとってい
るプラクティスを採択することが必ずしも効率性を高めるわけではないが、不確実性下に
おけるこのような模倣は、当該海外子会社のホスト国での存在と行動を正当化すると期待
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される（Canabal and White III, 2008; Davis et al., 2000; Kostova and Zaheer, 1999; Yiu 
and Makino, 2002）。以上の議論から、多国籍企業はリファレンス・グループとなる外国
企業のスタッフィングを模倣して、海外子会社の人事政策を決定すると予想できる。多国
籍企業による他の外国企業のプラクティスの模倣は、ホスト国の環境的不確実性によって
促進される。ホスト国に対する不確実性が大きいほど、多国籍企業はリファレンス・グル
ープのプラクティスを採択しようとする（Haunschild and Miner, 1997）。すなわち、高
い不確実性のもとでは、リファレンス・グループの採用する人事政策と当該海外子会社の
スタッフィングとの関係が強化される。それゆえ、次の仮説を導く。 
 
仮説３：当該多国籍企業と同じカテゴリーに属する外国企業の PCN 比率は、当該海
外子会社の PCN 比率と正相関する。 
仮説４：当該海外子会社の PCN 比率と当該多国籍企業と同じカテゴリーに属する外
国企業の PCN 比率との正相関は、ホスト国の環境的不確実性が大きくなる
ほど強くなる。 
 
制度理論は不確実性の下で企業が他企業の行動を模倣すると主張するが、企業が知覚す
る不確実性は時間の経過とともに変化しうる（Delios and Henisz, 2000; Slangen and 
Hennart, 2008; Sousa and Bradley, 2006）。外国での経営経験を蓄積することにより、多
国籍企業はどのように不確実な環境の下で事業活動を行うのかを学習していく（Dow and 
Larimo, 2009）。ここでは、国際経験を、特定のホスト国に言及せずに、多国籍企業の本
国以外での事業活動の経験と定義する（Slangen and Hennart, 2008）。多様な環境の下で
の国際経験は、外部環境の違いに対処し、不慣れな環境の中で事業活動をマネジメントす
るケイパビリティを企業に与える（Chang, 1995; Cho and Padmanabhan, 2005; Delios 
and Beamish, 2001; Dow and Larimo, 2009）。経験的学習（experiential learning）を通
して得たケイパビリティは新しいホスト国で活用され、外国企業が現地の特異性を理解し、
外国性から生じる不利を克服するのに役立つ（Johanson and Vahlne, 1977）。結果として、
国際経験のある外国企業がホスト国に対して知覚する環境的不確実性が低下する。このた
め、国際経験のある外国企業にとって、正当性を得るために他の外国企業のプラクティス
を模倣する必要性が低下し、また組織内の規範的プラクティスを採択する必要性も低下す
る。すなわち、国際経験のある外国企業は不確実性をあまり知覚しないので、規範的合理
性ではなく経済的合理性に基づく海外子会社のスタッフィングが可能になる。 
対照的に、国際経験の少ない企業は、国際経験の豊富な企業とは異なった行動をすると
予想される。国際経験の少ない企業は、国際経験の豊富な企業よりも不確実性をより大き
く知覚するため、組織内での規範的プラクティスの採択や他の外国企業のプラクティスの
模倣を選好する傾向が高まる。国際経験の少ない企業とっては、このように正当性を高め
る行動をとらなければ、ホスト国での事業の失敗確率が増加しうる。以上の議論から、次
の仮説を導く。 
 
仮説５：多国籍企業が国際経験を蓄積するにつれ、当該海外子会社の PCN 比率と当
該多国籍企業において妥当だと認識されている PCN 比率（規範的プラクテ
ィス）との正相関が弱くなる。 
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仮説６：多国籍企業が国際経験を蓄積するにつれ、当該海外子会社の PCN 比率と当
該多国籍企業と同じカテゴリーに属する外国企業の PCN 比率との正相関が
弱くなる。 
 
4. 方法 
 
4.1 サンプルとデータ収集 
前セクションで構築した仮説を、日本企業の海外子会社から構成されるサンプルを用い
て検定する。日本企業は、海外子会社の経営やコントロールのために PCN を活用する傾
向が強いと言われている（Bartlett and Yoshihara, 1988; Beamish and Inkpen, 1998; 
Belderbos and Heijltjes; 2005; Kopp, 1994; Legewie, 2002）。先行研究でも、日本企業が
海外子会社に PCN を多く配置する傾向が報告されている（e.g., Kopp, 1994）。海外子会
社のスタッフィングに関する日本企業のエスノセントリックな性向を考慮すると、日本企
業による PCN 配置の意思決定が、どの程度内的および外的な制度的プレッシャーに影響
されるのかを検証することは興味深いと思われる。 
日本企業の海外子会社の識別には、東洋経済新報社によって作成された『海外進出企業
総覧（2008 年）』の CD-ROM 版を用いた。『海外進出企業総覧（2008 年）』は、製造業お
よび非製造業に従事する日本企業が少なくとも 10％以上の株式を所有する 21,317 の海外
子会社に関するデータを掲載している。初期サンプルには製造業の海外子会社のみを含め、
非製造業は除いた。本研究は、海外子会社のスタッフィングに対する内的および外的な制
度的プレッシャーの影響を検定することが目的なので、複数の日本企業が親会社として存
在しているときに生じうる親会社間のコンフリクトの影響を取り除く必要がある。このた
め、2 社以上の日本企業が親会社となっている海外子会社はサンプルから除いた。さらに、
構築された仮説には、多国籍企業自身の人事政策の模倣を扱うものがあるので、多国籍企
業の中に、組織として妥当とされるプラクティスが構築されている必要がある。そのため、
少なくとも 10 の海外子会社を保有している多国籍企業のみをサンプルに含めた。海外子
会社レベルのデータは海外進出企業総覧から、親会社レベルのデータは日経 NEEDS デー
タベースから収集した。サンプル数は海外子会社および親会社レベルのミッシング・デー
タにより減少し、結果として最終サンプルは 1998 の海外子会社から構成されることにな
った。すべて製造業に従事する親会社に属しており、ホスト国数は 40 カ国である。 
 
4.2 変数の操作化 
本研究における被説明変数は、海外子会社の PCN 比率である。各海外子会社の従業員
数に占める日本人従業員の割合でこの比率を測定した。 
内的な制度プレッシャー、すなわち海外子会社のスタッフィングに関して多国籍企業内
で妥当だと認識されているプラクティス（規範的プラクティス）を操作化するために、本
研究では、サンプルに含まれている各多国籍企業の海外子会社の平均PCN比率を用いた。
当該多国籍企業の傘下にあるすべての海外子会社の PCN 比率から平均値を算出した。親
会社ごとに算出された平均値を、各多国籍企業が妥当だと認識しているスタッフィング（規
範的な PCN 比率）の代理変数として用いた。ホスト国における外的な制度プレッシャー
を操作化するために、本研究は、他の多国籍企業の海外子会社の人事政策を用いた。現地
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のプレーヤーは当該海外子会社の正当性を、同様の性質を持つ他の海外子会社と比較して
判断すると思われるので、本研究では、同一ホスト国で同一業界に従事する日本企業の海
外子会社をリファレンス・グループとした（Chan et al., 2006; Kostova and Zaheer, 1999）。
リファレンス・グループに属するすべての海外子会社の PCN 比率から平均値を算出し、
これを当該多国籍企業と同じカテゴリーに属する外国企業の PCN 比率の代理変数として
用いた。 
ホスト国の環境的不確実性の代理変数として、本研究は制度距離を用いた。制度距離は、
2 つの国の間の公式的及び非公式的制度の相違の程度と定義される（Ando forthcoming, Gaur 
and Lu 2007, Kostova and Zaheer 1999, Xu and Shenkar 2002）。制度の発展の程度を測
定するために多くの指標が開発されてきたが、それらのほとんどは、World Competitiveness 
Yearbook、Euromoney による Country Risk Ratings、International Country Risk Guide
などのデータ・ソースを用いて算出されている。本研究では、非常に包括的であることか
ら World Bank の Governance Indicators を用いて制度距離を算出した（Kaufmann, 
Kraay, and Mastruzzi, 2005）。Governance Indicators は、31 の機関によって構築された
37のデータ・ソースから取り出された数百の変数に基づいている（Kaufmann et al., 2005）。
結果として、Governance Indicators は最も幅広く制度に関する事項を含んだ指標となっ
ている（Dikova, 2009）。Kaufmann et al. (2005) は、6 つの制度の次元を見出した。そ
れは、発言権と説明責任（Voice and accountability、政治的権利、公民権、人権）、政治
的不安定性と暴力（Political instability and violence、テロリズムを含めた、政府に対す
る暴力的脅威の可能性あるいは政府の変化の可能性）、政府の有効性（Government 
effectiveness、官僚機構の能力と公共サービス提供の質）、規制の重さ（Regulatory burden、
マーケット・フレンドリーな政策の割合）、法の支配（Rule of law、契約執行、警察、裁
判所の質と犯罪および暴力の発生可能性）、統制と政治的腐敗（Control and corruption、
私的利益に対する公権力の行使）である。各制度のスコアは、-2.5 から 2.5 をとり、値が
大きいほど発展した制度を示す。制度距離のプロクシーを得るために、本研究は 6 つの次
元の平均値をホスト国ごとに算出し、各ホスト国の平均値から日本の平均値を引いたうえ
で絶対値をとった。 
本研究では、内的および外的な制度プレッシャーと日本企業の国際経験との交互作用の
効果を検定する。国際経験は、各日本企業が外国で事業を行った年数で計測した。各日本
企業のすべての海外子会社の操業年数を足し、ログ変換（Log-transformation）したスコ
アを分析に用いた。 
仮説化された変数の効果を検定するために、いくつかのコントロール変数を含めた。ホ
スト国レベルの変数として、日本とホスト国の間の文化距離を含めた。文化距離によって、
精神的な距離（Psychic distance）の効果をコントロールする。精神的な距離は、海外子
会社経営に関する様々な事項の意思決定に影響しうる（Dikova, 2009; Dow and Larimo, 
2009）。日本とホスト国の間の文化距離は、Hofstede (2001) によって見出された 4 つの
文化の次元のスコアを用い、Kogut and Singh (1988) によって示された方法で算出した。 
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CDj は、ホスト国ｊと日本の間の文化距離、Cij はｉ番目の文化次元のホスト国ｊのス
コア、Cih はｉ番目の文化次元の日本のスコア、  はｉ番目の文化次元の分散である。 
親会社レベルの変数として、海外子会社の所有比率、親会社の研究開発指向、多角化に
よる海外進出、親会社の海外売上比率をモデルに含めた。親会社にとって、より大きな持
分を所有する海外子会社のほうが重要だと考えられるので、海外子会社の所有比率をコン
トロールした（Harzing, 2001）。親会社は、所有比率の高い海外子会社にコミットし、よ
り多くの PCN を派遣してコントロールしようとする可能性がある。海外子会社の所有比
率は、日本企業が所有する海外子会社株式の比率で測定した。PCN は、海外子会社に親会
社の知識を移転するメカニズムとして使われることがある（Delios and Björkman, 2000）。
それゆえ、高い研究開発指向を持つ企業は、多くの PCN を海外子会社に派遣する可能性
がある。研究開発指向は、売上高に対する研究開発支出の比率で測定した。多角化すると
き、新しい業界に特異的なケイパビリティを得る必要性が高まるので、企業が外部から人
材を獲得する傾向が高まる。多角化による海外進出をコントロールするために、本研究は、
親会社とは異なる業界に従事する海外子会社を 1、そうでないものを 0 とするダミー変数
を用いた。拡大した海外事業を処理するためにより多くの PCN を海外に派遣することが
ありうる。それゆえ、親会社の海外売上比率もコントロールした。海外売上比率は、親会
社の売上高に占める海外売上高の比率で測定した。海外子会社レベルの変数として、海外
子会社の規模をモデルに含めた。より大きい海外子会社は、企業グループ全体のパフォー
マンスにより大きい影響を与えうるので、親会社がより重要だと考える可能性がある。海
外子会社の規模は、海外子会社の従業員数の対数によって測定した。さらに、業界ダミー
をモデルに入れた。本研究では、5 つの業界（電子及び電気機器、機械、化学、自動車、
精密機器）を表すダミーを入れて業界による影響をコントロールした。 
 
5. 結果 
 
実証研究に使われる変数の記述統計と相関係数は表１に示されている。サンプルに含ま
れた海外子会社では、平均で従業員の 9.6％が PCN であった。親会社は、平均で海外子会
社の株式の 88％を所有し、海外子会社の 73％が完全子会社であった（日本企業が 95％以
上の株式を所有している海外子会社を完全子会社とした）。海外子会社の年齢の平均値は
14.6 であり、従業員数の平均値は 261 であった。親会社が従事する業界は、電子及び電気
機器が 30.4％、機械が 20.1％、化学が 11.8％、自動車が 9.5％、精密機器が 4.3％であっ
た。表１の相関係数は全体的に低く、最も高いのは、同一カテゴリーに属する日本企業の
PCN 比率と海外子会社の規模との相関係数であった（r = .496, p<.05）。相関行列から、
多重共線性の問題は深刻でないと判断される。潜在的な多重共線性の問題をさらに検証す
るために、VIF（Variance inflation factors）を計算したが、すべての VIF スコアは 10 よ
りも低かった（最も高いスコアは 1.56）。 
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表 1 記述統計と相関係数 
 
 
 
 
 
 
* p<.05 
 
 
本研究の従属変数は比率変数なので、トービット・モデル（Tobit model）を仮説検定の
ために使用した。従属変数が右側あるいは左側で切断されている（Truncated）とき、最
小 2 乗法（OLS）はバイアスを含んだ係数推定を行いうるので、従属変数が比率のときに
は最小 2 乗法よりもトービット・モデルが選好される（Delios and Henisz, 2000）。本研
究の従属変数は 0.0 と 1.0 で切断されているので、Double-censored Tobit model を用いた。 
 
表 2 トービット回帰の結果（被説明変数：海外子会社の PCN 比率） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*** p<.001 ** p<.01 * p<.05 
 
 
表 2 は、トービット回帰分析の結果を示している。モデル 1 は、コントロール変数のみ
を含んでいる。モデル 2 は、モデル 1 に 2 つの変数、すなわち各多国籍企業の海外子会社
の平均PCN比率と当該多国籍企業と同一カテゴリーに属する日本企業の平均PCN比率を
加えた。この 2 変数と制度距離との交互作用は、モデル 3 で加えられ、国際経験との交互
作用はモデル 4 で加えられた。各モデルのχ2 値は有意（p<.001）であり、説明力は十分
である。仮説 1 は、当該海外子会社の PCN 比率が当該日本企業の平均 PCN 比率（規範的
  平均 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
 1  海外子会社のＰＣＮ比率 0.10 0.17
 2  多国籍企業のＰＣＮ比率 0.08 0.06 0.392 *
 3  同一カテゴリーのＰＣＮ比率 0.11 0.11 0.596 * 0.223 *
 4  制度距離 0.82 0.60 -0.184 * -0.079 * -0.334 *
 5  国際経験 5.77 0.68 -0.104 * -0.282 * -0.017 0.053 *
 6  文化距離 2.83 0.92 0.027 0.072 * 0.013 0.119 * -0.019
 7  所有比率 88.00 22.25 0.206 * 0.104 * 0.235 * -0.227 * -0.085 * 0.016
 8  研究開発指向 3.44 1.98 -0.034 -0.100 * 0.000 -0.036 0.197 * -0.014 0.056 *
 9  多角化による海外進出 0.60 0.49 0.298 * 0.118 * 0.485 * -0.268 * 0.052 * -0.021 0.226 * 0.081 *
10 海外売上比率 41.54 18.07 -0.065 * -0.124 * 0.012 -0.106 * 0.177 * -0.054 * 0.116 * 0.220 * 0.152 *
11 海外子会社の規模 4.37 1.79 -0.573 * -0.274 * -0.496 * 0.303 * 0.192 * 0.017 -0.191 * 0.017 -0.474 * 0.061 *
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4
　　　　　b 　　　　S.E. 　　　　　b 　　　　S.E. 　　　　　b 　　　　S.E. 　　　　　b 　　　　S.E.
多国籍企業のＰＣＮ比率 0.722 *** 0.053 0.958 *** 0.081 1.020 * 0.435
同一カテゴリーのＰＣＮ比率 0.723 *** 0.034 0.758 *** 0.045 1.711 *** 0.252
多国籍企業のＰＣＮ比率*
制度距離
-0.330 *** 0.084
同一カテゴリーのＰＣＮ比率*
制度距離
-0.082 0.054
多国籍企業のＰＣＮ比率*
国際経験
-0.061 0.081
同一カテゴリーのＰＣＮ比率*
国際経験
-0.169 *** 0.043
制度距離 0.003 0.006 0.023 *** 0.005 0.057 *** 0.009 0.023 *** 0.005
国際経験 0.008 0.005 0.017 *** 0.005 0.017 *** 0.005 0.039 *** 0.009
文化距離 0.008 * 0.004 0.002 0.003 0.002 0.003 0.002 0.003
所有比率 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.000
研究開発指向 -0.003 0.002 -0.001 0.002 -0.001 0.002 -0.001 0.002
多角化による海外進出 0.008 0.008 -0.043 *** 0.008 -0.040 *** 0.008 -0.044 *** 0.008
海外売上比率 -0.001 * 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
海外子会社の規模 -0.051 *** 0.002 -0.033 *** 0.002 -0.033 *** 0.002 -0.033 *** 0.002
業界ダミー１ -0.026 * 0.013 -0.034 ** 0.011 -0.032 ** 0.011 -0.036 *** 0.011
業界ダミー２ -0.033 ** 0.011 -0.022 * 0.009 -0.020 * 0.009 -0.026 ** 0.009
業界ダミー３ -0.006 0.011 -0.003 0.009 -0.002 0.009 -0.006 0.009
業界ダミー４ 0.016 0.013 0.026 * 0.012 0.025 * 0.012 0.023 * 0.012
業界ダミー５ -0.038 * 0.019 -0.009 0.016 -0.009 0.016 -0.011 0.016
定数 0.174 0.037 -0.047 0.034 -0.076 * 0.034 -0.174 *** 0.051
Log likelihood 560.809 867.705 877.666 876.527
Chi square 684.40 *** 1298.20 *** 1318.12 *** 1315.84 ***
n 1998 1998 1998 1998
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な PCN 比率）に正相関することを予想している。モデル 2 に示された結果から、当該日
本企業の平均 PCN 比率が、当該海外子会社の PCN 比率に有意な正の影響を与えているこ
とが分かる（p<.001）。これゆえ、仮説 1 はサポートされた。モデル 2 はまた、当該海外
子会社の PCN 比率と同一業界、同一ホスト国に属する他の日本企業の PCN 比率が正相関
することを予想する仮説 3 を検定している。結果から、同一ホスト国で同一業界に従事し
ている日本企業の平均 PCN 比率が、当該海外子会社の PCN 比率に有意な正の影響を与え
ていることが分かる（p<.001）。これゆえ、仮説 2 はサポートされた。Log-likelihood ratio 
test も有意であり、2 つの変数をモデル 2 に追加したことで、モデル 1 と比較して説明力
が有意に増加したことが示された。 
モデル 3 は、環境的不確実性（制度距離）のモデレーション効果を予想する仮説 2 及び
4 を検定する。モデル 3 は、制度距離と各多国籍企業の海外子会社の平均 PCN 比率との
交差項が負の符号を持ち有意であることを示している（p<.001）。また、Log-likelihood 
ratio test からは、モデル 2 に比較してモデル・フィットが有意に増加することが示され
た。交差項の係数が負の符号を持つことは仮説 2 の予想とは逆の結果である。モデル 3 か
ら、当該海外子会社の PCN 比率と当該日本企業の平均 PCN 比率との正の相関関係が、制
度距離が大きいときに弱まることが示された。モデル 3 は仮説 4 の検定も行っているが、
結果から制度距離と同一ホスト国で同一業界に従事している日本企業の平均 PCN 比率と
の交差項は有意でないことが示された。それゆえ、仮説 4 はサポートされなかった。 
モデル 4 は、国際経験のモデレーション効果を予想する仮説 5 及び 6 を検定する。モデ
ル 4 の結果から、国際経験と当該日本企業の平均 PCN 比率との交差項は有意ではなかっ
た。それゆえ、内的な制度プレッシャーと当該海外子会社の PCN 比率との正の相関関係
が国際経験によってモデレートされるという仮説 5 はサポートされなかった。モデル 4 は
仮説 6 の検定も行っている。モデル４から、同一ホスト国で同一業界に従事している日本
企業の平均 PCN 比率と国際経験の交差項が負の係数を持ち、有意であることが示された
（p<.001）。ここから、国際経験が蓄積されるにつれ、同一ホスト国で同一業界に従事し
ている他の日本企業が採択した人事政策を模倣する傾向が弱まるという仮説 6 がサポート
された。Log-likelihood ratio test も、モデル 2 に比して、2 変数を追加したモデル 4 のモ
デル・フィットが有意に増加することを示している。 
いくつかのコントロール変数についても有意な結果が得られた。モデル 1 から文化距離
が正の符号を持ち有意であることがわかる。この結果は、Gong（2003）の結果と一致す
る一方、Widmier, Brouthers, and Beamish（2008）の結果とは一貫していない。文化距
離の正の効果が、本研究の主要な予測変数をモデルに入れると有意でなくなるのは興味深
い。海外子会社の所有比率は、PCN 比率に有意な正の影響を与えている。さらに、多国籍
企業の海外売上高と海外子会社の規模は、海外子会社の PCN 比率に有意な負の影響を与
えている。親会社の研究開発指向と多角化による海外進出に関しては、統計的に有意な結
果は得られなかった。 
 
6. 結果の検討と結論 
 
本研究は、制度理論という視点から海外子会社の人事政策の決定要因を探った。海外子
会社のスタッフィングに関する先行研究は、エージェンシー理論（Gong, 2003）、 取引費
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用理論（Bonache Pérez and Pla-Barber, 2005）、コントロール及びコーディネーション・
パースペクティブ（Delios and Björkman, 2000）、ラーニング・パースペクティブ
（Belderbos and Heijltjes, 2005）などに基づいて行われてきた。しかし、これらの先行
研究は、経営者が海外子会社のスタッフィングを経済的合理性に基づいて決定するという
暗黙的な仮定をおいてきた。しかし最近の研究は、企業は社会的コンテクストに組み込ま
れているため、規範的に合理的な意思決定を行いうるということを示している（Oliver, 
1997）。この議論に基づいて、本研究は社会学的パースペクティブを導入し、制度理論を
海外子会社のスタッフィングの決定要因を考えるための理論的基礎として採用した。本研
究は、内的及び外的な制度プレッシャーという 2 つのプレッシャーをモデルに導入した。
内的な制度プレッシャーは、過去に組織が行ってきた決定の蓄積から受ける影響であり、
外的な制度プレッシャーは、ホスト国における正当性追求行動から生じる影響である。多
国籍企業は内的及び外的な制度環境から二重のプレッシャーを受けると仮定し、二重の制
度プレッシャーが海外子会社のスタッフィングにどのような影響を与えるかを実証分析し
た。実証分析の結果は、多国籍企業が海外子会社のスタッフィングに関して規範的合理性
に基づいた決定を行うことを示唆している。 
本研究は、内的プレッシャー及び外的プレッシャーともに、海外子会社のスタッフィン
グに影響を与えることを示した。海外子会社へのスタッフィングは、当該多国籍企業にお
いて妥当だと認識されている人事政策（規範的プラクティス）の影響を受けるようである。
多国籍企業のマネージャーは当該企業の組織的コンテクストに組み込まれており、そのコ
ンテクストの中で正当性を得ようとするので、当該コンテクストにおいて妥当だと認識さ
れているプラクティスに収束する傾向がある（Chan et al., 2006）。海外子会社のスタッフ
ィングは、外的な制度プレッシャーにも影響を受ける。日本企業は、同一ホスト国で同一
業界に従事している他の日本企業が採用している人事政策を模倣するようである。他の外
国企業を模倣することで、ホスト国での正当性を高めることができ、ホスト国において妥
当だと認識されているプラクティスに従うよう要求するプレッシャーから解放される。広
く行われているプラクティスや妥当だと認識されているプラクティスは、必ずしも最も高
い効率性や有効性を保証するわけではないが、不確実性のもとでは、少なくとも企業に正
当性を得たという知覚を与えうる（Yiu and Makino, 2002）。本研究の結果から、多国籍
企業は常に経済的合理性に基づいて行動するわけではないことが示唆される。多国籍企業
は、経済的合理性は得られないが社会的には望ましいという選択をしうるということが本
実証分析から示された。 
内的及び外的な制度プレッシャーという 2 つの主効果（main effect）のほかに、本研究
は環境的不確実性が模倣行動に与えるモデレーション効果を検定した。本研究では、不確
実性が正当性追求行動を促進するという予想をしたが、実証分析は仮説とは反対の結果を
示した。実証研究から示されたのは、制度距離が大きいとき、すなわち環境的不確実性が
大きいときほど、内的な制度プレッシャーを受けにくく、環境的不確実性が小さいときほ
ど、内的な制度プレッシャーを受けやすいということである。この結果の解釈として考え
られるのは、不確実性が組織によって処理できる範囲内であれば、多国籍企業は、組織の
規範的プラクティスに従おうとする可能性があるということである。一方で、不確実性が
処理できる範囲を超えると、組織の規範的プラクティスから乖離し、高い不確実性に対処
するために適切なスタッフィングを行うのだと考えられる。ここで行った結果の解釈は暫
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定的なものであり、本実証分析で示された結果にいたる論理を今後の研究において考える
必要がある。 
多国籍企業は不確実性の下で海外子会社のスタッフィングに関して効率性及び有効性
が劣る決定をする可能性があるが、制度プレッシャーの影響は、国際経験の蓄積とともに
弱まるようである。国際経験は外国での事業活動から生じる不確実性を緩和し、多国籍企
業が経済的合理性の視点から意思決定できるようにする。この議論は実証分析の結果によ
りサポートされた。実証分析は、国際経験のある多国籍企業が他の外国企業のプラクティ
スに追随しないことを示した。ホスト国の環境に関する不確実性が国際経験の蓄積ととも
に小さくなり、それとともに効率的、有効的な決定を下せるようになるので、国際経験の
豊富な多国籍企業は、ホスト国で広く行われているプラクティスから乖離する傾向を見せ
るようである。国際経験のある多国籍企業は制度的プレッシャーから逃れ、ホスト国の特
異性や海外子会社に課した戦略的役割などの要素を考慮し、海外子会社のスタッフィング
を行うようになると考えられる。一方で、国際経験は内的な制度プレッシャーの影響は緩
和できないようである。モデル４の結果は、多国籍企業の国際経験が、当該多国籍企業に
おいて妥当だと認識されている人事政策と当該海外子会社のスタッフィングとの関係をモ
デレートしないことを示した。これが示唆するのは、ホスト国の環境から知覚する不確実
性が国際経験によって減少しても、多国籍企業は組織の規範的プラクティスを採択し続け
るということである。国際経験は、外的な制度プレッシャーは緩和するが、内的な制度プ
レッシャーの緩和にはほとんど影響を与えないようである。これは、多国籍企業が一旦確
立されたルーティーンを変更したり、慣性（inertia）を克服するのが困難であることを示
唆するとも解釈できる。実務家は、組織内で正当だと思われているプラクティスが効率性
や有効性を保証しないとき、それを採択し続けることで収益性が押し下げられる可能性が
あることを認識しておく必要がある。 
本論文で示した実証結果が、海外子会社の人事政策に関する研究に一定の貢献をするこ
とを期待しているが、本研究には当然に限界がある。まず、本研究で用いたサンプルは、
日本企業の海外子会社のみから構成されているので、実証結果の一般化可能性は限定的で
ある。また、実証結果はクロス・セクション・データに基づいたものである。このため、
本研究で示された因果関係の解釈には注意が必要である。実証結果をさらに検証し妥当性
を改善するためには、パネル・データを使用する等、他の方法を採用すべきである。海外
子会社のスタッフィングが時間の経過とともに変化していくことを考慮すると、今後は時
間による変化を調査するために長期的な研究（Longitudinal study）を行うべきである。
本研究は、平均 PCN 比率を組織的に妥当だと思われているプラクティス及び社会的に妥
当だと思われているプラクティスの代理変数として用いたが、今後の研究においてこれら
代理変数の改善が必要である。たとえば最も採択されている PCN 比率などを制度的プレ
ッシャーの代理変数として用い企業の模倣行動を研究する必要がある。最後に、本研究は
海外子会社のパフォーマンスに関する変数をモデルに導入しなかった。今後は、海外子会
社のスタッフィングがそのパフォーマンスをいかに改善するかを研究し、より高いパフォ
ーマンスを達成するための人事政策を提案すべきである。 
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